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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　接地金属板により正面側に区画形成された機器室と背面側に区画形成された母線室とを
有する筐体と、
　前記筐体の機器室内に、前記筺体の上下方向に積載配置される遮断器、変流器、零相変
流器、及び計器用変圧器からなる開閉器ユニットと、
　前記筐体の母線室内に、前記筺体の幅方向に配置される固体絶縁された主母線と、該主
母線に連結され前記開閉器ユニットの一方側にそれぞれ接続される固体絶縁された連絡母
線と、前記開閉器ユニットの他方側にそれぞれ接続される固体絶縁された引出し母線とを
備え、
　前記開閉器ユニットは、移動可能な台車と、この台車上に設置した前記遮断器と、前記
遮断器の正面側と両側面の３面の外周を覆うように前記台車上部に立設され、前記変流器
、零相変流器、計器用変圧器を取り付けたフレームとを有し、前記遮断器の背面部には、
該遮断器の固定電極側に接続する端子と可動電極側に接続する端子が上下いずれかに配置
され、該端子が前記筺体に設けられた気中ブッシング部を介して前記連絡母線及び引出し
母線と接離可能に接続され、
　前記変流器が前記遮断器の３相の負荷側の端子における２相の端子を覆うように前記フ
レームに固定され、前記零相変流器が前記遮断器の３相の電源側の端子を覆うように前記
フレームに固定され、前記計器用変圧器が前記遮断器の３相の負荷側または電源側のいず
れか一方の端子とヒューズを介して接続され、前記フレームの両側面の前記変流器及び零
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相変流器に対応する部分には、絶縁性能を保つために、半楕円の切り欠きを形成したこと
を特徴とする固体絶縁母線スイッチギヤ。
【請求項２】
　接地金属板により正面側に区画形成された機器室と背面側に区画形成された母線室とを
有する筐体と、
　前記筐体の機器室内に、前記筺体の上下方向の各段に積載配置される遮断器、変流器、
零相変流器、及び計器用変圧器からなる上段の開閉器ユニットと、遮断器、変流器、及び
零相変流器からなる中段の開閉器ユニットと、断路器、及び計器用変圧器からなる下段の
開閉器ユニットと、
　前記筐体の母線室内に、前記筺体の幅方向に配置される固体絶縁された主母線と、該主
母線に連結され前記上段と前記中段の開閉器ユニットの一方側にそれぞれ接続される固体
絶縁された連絡母線と、前記中段の開閉器ユニットの他方側と前記下段の開閉器ユニット
の一方側とを接続する固体絶縁された補助連絡母線と、前記上段と前記下段の開閉器ユニ
ットの他方側にそれぞれ接続される固体絶縁された引出し母線とを備え、
　前記上中下段の各開閉器ユニットは、移動可能な台車と、この台車上に設置した前記遮
断器または前記断路器と、前記遮断器または前記断路器の正面側と両側面の３面の外周を
覆うように前記台車上部に立設され、前記変流器、零相変流器、計器用変圧器の少なくと
も１つの機器が取り付けられたフレームとを有し、前記遮断器または断路器の背面部には
、該遮断器または断路器の固定電極側に接続する端子と可動電極側に接続する端子が上下
いずれかに配置され、該端子が前記筺体に設けられた気中ブッシング部を介して前記連絡
母線、補助連絡母線、及び引出し母線と接離可能に接続されることを特徴とする固体絶縁
母線スイッチギヤ。
【請求項３】
　請求項２に記載の固体絶縁母線スイッチギヤにおいて、
　前記下段の開閉器ユニットの断路器は、真空断路器であることを特徴とする固体絶縁母
線スイッチギヤ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、受配電設備におけるスイッチギヤに係り、特に遮断器、変流器及び零相変流
器、計器用変圧器等を配置して構成される固体絶縁母線スイッチギヤに関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、受配電用スイッチギヤはその筺体内に遮断器、断路器、変流器、零相変流器、
及び計器用変圧器等を配置して構成されている。また、遮断器や断路器は機器ユニットと
して引出可能な台車に搭載されている。この台車の移動によって、遮断器や断路器は、電
源側導体と負荷側導体に接離自在に構成されている。
【０００３】
　このような受配電用スイッチギヤにおいて、遮断器を含めた負荷側全体の地絡保護に対
する信頼性の向上と保守の省力化及び長寿命化を達成するために、機器ユニットを構成す
る遮断器の電源側に零相変流器を設置するとともに、機器ユニットを収納する機器室とは
別の主母線室に固体絶縁された主母線を収納したものがある（例えば、特許文献１参照。
）。
【０００４】
【特許文献１】特開２００８－４３１８１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上述した受配電用スイッチギヤにおいては、遮断器の負荷側に設けた変流器、及び遮断
器の電源側に設けた零相変流器によって、系統に生じた地絡等の異常を検出して、遮断器
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を開極することができるので、遮断器を含めた負荷側全体の地絡保護ができ保護範囲を拡
大してその信頼性を向上させることができる。また、主母線は固体絶縁されているので、
塵埃付着による短絡事故を防止するためのメンテナンスが不要になり、保守の省力化が図
れる。さらに、固体絶縁された主母線等を機器室の背部の主母線室に配置構成して、これ
ら母線間の絶縁距離を縮小したので、収納空間が小さくなり、装置全体を小型化すること
ができる。
【０００６】
　しかしながら、多面列盤構成となる受配電用スイッチギヤの場合、全体として設置面積
が増えるため、列盤構成の設置面積をさらに小さくできる受配電用スイッチギヤが要求さ
れている。
【０００７】
　本発明は、上述の事項に基づいてなされたもので、その目的は、従来の列盤構成より省
スペース化が図れる受配電用の固体絶縁母線スイッチギヤを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
（１）上記目的を達成するために、本発明は、接地金属板により正面側に区画形成された
機器室と背面側に区画形成された母線室とを有する筐体と、前記筐体の機器室内に、前記
筺体の上下方向に積載配置される遮断器、変流器、零相変流器、及び計器用変圧器からな
る開閉器ユニットと、前記筐体の母線室内に、前記筺体の幅方向に配置される固体絶縁さ
れた主母線と、該主母線に連結され前記開閉器ユニットの一方側にそれぞれ接続される固
体絶縁された連絡母線と、前記開閉器ユニットの他方側にそれぞれ接続される固体絶縁さ
れた引出し母線とを備え、前記開閉器ユニットは、移動可能な台車と、この台車上に設置
した前記遮断器と、前記遮断器の正面側と両側面の３面の外周を覆うように前記台車上部
に立設され、前記変流器、零相変流器、計器用変圧器を取り付けたフレームとを有し、前
記遮断器の背面部には、該遮断器の固定電極側に接続する端子と可動電極側に接続する端
子が上下いずれかに配置され、該端子が前記筺体に設けられた気中ブッシング部を介して
前記連絡母線及び引出し母線と接離可能に接続され、前記変流器が前記遮断器の３相の負
荷側の端子における２相の端子を覆うように前記フレームに固定され、前記零相変流器が
前記遮断器の３相の電源側の端子を覆うように前記フレームに固定され、前記計器用変圧
器が前記遮断器の３相の負荷側または電源側のいずれか一方の端子とヒューズを介して接
続され、前記フレームの両側面の前記変流器及び零相変流器に対応する部分には、絶縁性
能を保つために、半楕円の切り欠きを形成したものとする。
【００１５】
（２）上記目的を達成するために、本発明は、接地金属板により正面側に区画形成された
機器室と背面側に区画形成された母線室とを有する筐体と、前記筐体の機器室内に、前記
筺体の上下方向の各段に積載配置される遮断器、変流器、零相変流器、及び計器用変圧器
からなる上段の開閉器ユニットと、遮断器、変流器、及び零相変流器からなる中段の開閉
器ユニットと、断路器、及び計器用変圧器からなる下段の開閉器ユニットと、前記筐体の
母線室内に、前記筺体の幅方向に配置される固体絶縁された主母線と、該主母線に連結さ
れ前記上段と前記中段の開閉器ユニットの一方側にそれぞれ接続される固体絶縁された連
絡母線と、前記中段の開閉器ユニットの他方側と前記下段の開閉器ユニットの一方側とを
接続する固体絶縁された補助連絡母線と、前記上段と前記下段の開閉器ユニットの他方側
にそれぞれ接続される固体絶縁された引出し母線とを備え、前記上中下段の各開閉器ユニ
ットは、移動可能な台車と、この台車上に設置した前記遮断器または前記断路器と、前記
遮断器または前記断路器の正面側と両側面の３面の外周を覆うように前記台車上部に立設
され、前記変流器、零相変流器、計器用変圧器の少なくとも１つの機器が取り付けられた
フレームとを有し、前記遮断器または断路器の背面部には、該遮断器または断路器の固定
電極側に接続する端子と可動電極側に接続する端子が上下いずれかに配置され、該端子が
前記筺体に設けられた気中ブッシング部を介して前記連絡母線、補助連絡母線、及び引出
し母線と接離可能に接続されるものとする。
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【００１６】
（３）上記（２）において、好ましくは、前記下段の開閉器ユニットの断路器は、真空断
路器であるものとする。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、遮断器と計器用変圧器とを同一の開閉器ユニットに配設したので、受
配電用スイッチギヤの段積み構成で従来２段必要であった遮断器と計器用変圧器との並列
回路を１段で構成することができる。このことにより、列盤構成時の盤面数を大幅に削減
することができ、列盤構成の受配電スイッチギヤの設置面積を大幅に縮小することができ
る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　以下に、本発明の固体絶縁母線スイッチギヤの実施の形態を図面を用いて説明する。　
　図１乃至図３は、本発明の固体絶縁母線スイッチギヤの実施の形態を示すもので、図１
は本発明の固体絶縁母線スイッチギヤの第１の実施の形態を示す縦断側面図、図２は、図
１に示す本発明の固体絶縁母線スイッチギヤの正面図、図３は図１に示す本発明の固体絶
縁母線スイッチギヤの第１の実施の形態の概略接続図である。
【００１９】
　図１乃至図３において、固体絶縁スイッチギヤにおける筺体１は、接地金属板である仕
切り板２により正面側と背面側とに仕切られ、背面側（図１の左側）に母線室５が区画形
成され、正面側（図１の右側）の上下には、さらに密閉カバー３によって２つの機器室４
，４が区画形成されている。筺体１の前面側には、開閉可能な正面扉１Ａが設けられ、同
様に背面側には、開閉可能な背面扉１Ｂが設けられている。また、機器室４，４と正面扉
１Ａの裏側との間には、制御室が区画形成されている。正面扉１Ａには、保護制御器１６
が取り付けられている。
【００２０】
　各機器室４，４の底部には、仕切り板２と筺体１の両側面内側とに外周の３辺を固定さ
れた略矩形の支持板７，７がそれぞれ配置されている。この支持板７，７の上に２つの開
閉器ユニット８，８が、それぞれ載置されている。開閉器ユニット８は、電源回路の電流
遮断を行う真空遮断器（ＶＣＢ）９の遮断部１０ａと、遮断部１０ａの開閉操作を行う真
空遮断器９の操作器１０と、真空遮断器９の負荷側の端子に配置された変流器（ＣＴ）１
１と、真空遮断器１０の電源側の端子に配置された零相変流器（ＺＣＴ）１２と、真空遮
断器１０の上部に配置された前記いずれかの端子に接続された計器用変圧器（ＶＴ）１３
と、から構成されている。
【００２１】
　２つの開閉器ユニット８，８は、それぞれの前面側（図１の右側）に正面カバー３１を
備えている。この正面カバー３１には、その上下方向略中央に棒状の引出し取手１５が取
り付けられている。２つの開閉器ユニット８，８はそれぞれ台車１４に搭載されている。
また、台車１４には、その上部において、真空遮断器９と操作器１０の正面側と両側面の
３面の外周を覆うようにフレーム１７が立設されている。このフレーム１７には変流器１
１、零相変流器１２、及び計器用変圧器１３が取り付けられている。
【００２２】
　上述した開閉器ユニット８を構成する真空遮断器９、変流器１１、零相変流器１２は、
図３に示すように直列に接続されている。零相変流器１２は、真空遮断器９の電源側に配
置され、変流器１１は真空遮断器９の負荷側に配置されている。また、計器用変圧器１３
は、上段において真空遮断器９の負荷側に接続され、下段において真空遮断器９の電源側
に接続されている。
【００２３】
　開閉器ユニット８の背部には、図３に示すように、真空遮断器９の固定電極側（下側）
に接続する端子１８と、真空遮断器９の可動電極側（上側）に接続する端子１９とが配置
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されている。これらの端子１８，１９は、後述する母線室５内の主母線２０に接続した連
絡母線２１，引出し母線２２，２３に気中断路用ブッシング部を介して接離可能に接続さ
れている。
【００２４】
　図１において、母線室５内には、固体絶縁された主母線２０が、筺体１の上下方向略中
央部において、筺体１の幅方向に配設されている。この主母線２０には、固体絶縁された
連絡母線２１の一端が接続されている。この連絡母線２１の他端は、一方側の接続端子２
１ａと他方側の接続端子２１ｂとに分岐されている。一方側の接続端子２１ａは、上側の
開閉器ユニット８の端子１８と接離可能なように機器室４内に導入されている。他方側の
接続端子２１ｂは、下側の開閉器ユニット８の端子１９と接離可能なように機器室４内に
導入されている。これらの接続端子２１ａと２１ｂは、それぞれ、気中断路用ブッシング
部２４，２５によって、仕切り板２に固定されている。
【００２５】
　母線室４内の上側及び下側には、それぞれ固体絶縁された引出母線２２，２３が配置さ
れている。上側の引き出し母線２２の一端には、接続端子２２ａが設けられている。この
接続端子２２ａは、上述した上側の開閉器ユニット８の端子１９と接離可能なように機器
室３内に導入され、気中断路用ブッシング部２６によって、仕切り板２に固定されている
。上側の引き出し母線２２の他端は、ケーブルヘッド２８に接続されている。
【００２６】
　下側の引き出し母線２３の一端には、接続端子２３ａが設けられている。この接続端子
２３ａは、上述した下側の開閉器ユニット８の端子１８と接離可能なように機器室３内に
導入され、気中断路用ブッシング部２７によって、仕切り板２に固定されている。下側の
引き出し母線２３の他端は、ケーブルヘッド２８に接続されている。各ケーブルヘッド２
８，２８には、ケーブル２９の一端がそれぞれ接続されている。このケーブル２９の他端
は筺体１の上方に引き出されている。
【００２７】
　また、主母線２０、連絡母線２１、引出母線２２，２３の各表面には接地層が設けられ
ており、感電等に対する安全性が図られていると共に、省メンテナンスであり、保守の省
力化が図られている。
【００２８】
　次に、上述した本発明の固体絶縁母線スイッチギヤを構成する開閉器ユニット８の詳細
を図４乃至図６を用いて説明する。図４は、本発明の固体絶縁母線スイッチギヤの第１の
実施の形態を構成する開閉器ユニットの斜視図、図５は図４に示す本発明の固体絶縁母線
スイッチギヤの第１の実施の形態を構成する開閉器ユニットの側面図、図６は図４に示す
本発明の固体絶縁母線スイッチギヤの第１の実施の形態を構成する開閉器ユニットの分解
組立を説明する側面図である。
【００２９】
　図４乃至図６において、図１乃至図３に示す符号と同符号のものは同一部分である。開
閉器ユニット８を構成する真空遮断器９は、４個の車輪を有する台車１４に搭載されてい
て、台車の前側に配置されている操作器１０と、その後部に配置されていて３個の絶縁筒
３０からなる遮断部１０ａとで形成されている。操作器１０の前面には、正面カバー３１
が設けられていて、上下方向略中央には、棒状の引出し取手１５が取り付けられている。
【００３０】
　真空遮断器９の遮断部１０ａには、例えば、上側に３個の可動電極側端子１９と下側に
３個の固定電極側端子１８とが水平に取り付けられている。
【００３１】
　フレーム１７は、零相変流器１２と変流器１１とが取り付けられる側板フレーム１７ａ
と、計器用変圧器１３が取り付けられる正面板フレーム１７ｂと、正面板フレーム１７ｂ
の上部側面と側板フレーム１７ａの上部とを連結する連結板フレーム１７ｃ，１７ｃとを
備えている。これらのフレーム１７は、鋼板で形成されているが、例えば繊維強化プラス
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チックＦＲＰ（Fiber Reinforced Plastics）や鋼板以外の金属板で形成してもよい。
【００３２】
　側板フレーム１７ａは、半楕円形の切り欠き３６を上下方向に２箇所設けた略矩形の２
枚の側板３７，３７を、台車１４の幅方向と略等しい間隔で対向させ、側板３７，３７の
上角部と下角部をそれぞれ変流器取付け部材３５，３５で連結することで形成されている
。この側板フレーム１７ａに設けた合計４個の切り欠き３６は、真空遮断器９の外周にフ
レーム１７を設けたことによる絶縁性能の低下を回避するために設けたものである。また
、上側の変流器取付け部材３５には、３相の内の２相の可動電極側端子１９をそれぞれ覆
う変流器１１，１１がボルトで締め付けて取り付けられている。下側の変流器取付け部材
３５には、１個の鉄心で３相の固定電極側端子１８を覆うレーストラック型の零相変流器
１２がボルトで締め付けて取り付けられている。さらに、側板フレーム１７ａの側板３７
，３７の正面側上部において、開閉器ユニット８内側方向に取付けフランジ部４０ａが形
成されていて、取付孔が設けられている。
【００３３】
　正面板フレーム１７ｂは、計器用変圧器１３がボルトで締め付けて固定される略矩形の
正面板部３８と、この正面板部３８の両側部で操作器１０の上部にボルト締めされる側面
視略長方形の支持板部３９，３９とで形成されている。支持板部３９，３９には、後述す
る連結板フレーム１７ｃ，１７ｃと連結するための取付孔が設けられている。
【００３４】
　連結板フレーム１７ｃ，１７ｃは、図４に示すように、側面視台形で上方視略コ字状の
鋼板であって、台形状の側板の底部には、側板フレーム１７ａ取付孔が設けられたフラン
ジ部４０ｂが形成されている。他方の側板には、正面板フレーム１７ｂ取付孔が設けられ
ている。
【００３５】
　計器用変圧器１３は、単相変圧器１３ａ２個を併設し、可動電極側端子１９とＶ／Ｖ結
線で回路を構成している。ここで、単相変圧器１３ａ，１３ａは樹脂モールド形で、その
本体の上部（図４及び図６においては、左側部）には、主回路端子（一次側端子）１３ｂ
、一次側の保護ヒューズ１３ｃを、本体の側部（図４及び図６においては、上側部）には
二次端子１３ｄを備え、台座１３ｅを介して正面板フレーム１７ｂに固定されている。ま
た、図４に示すように、主回路端子１３ｂは、接続線３４により、真空遮断器９の遮断部
１０ａにある上側の可動電極側端子１９と接続されている。
【００３６】
　次に、本発明の固体絶縁母線スイッチギヤの第１の実施の形態における開閉器ユニット
８の組み立て方法を図６を用いて説明する。まず、図６の（ａ）の上側において、計器用
変圧器１３と、接続線３４と、正面板フレーム１７ｂと、支持板フレーム１７ｃとの分解
状態、図６の（ａ）の下左側に、変流器１１と、零相変流器１２と、側板フレーム１７ａ
との分解状態、図６の（ａ）の下右側に、台車１４の上に搭載された操作器１０と遮断部
１０ａとからなる真空遮断器９の組み立て状態とを、それぞれ示している。つまり、開閉
器ユニット８は大略３個の構成部に分けることができ、この各構成部をそれぞれ組み立て
た後に、各構成部を連結することで全体を組立てることになる。
【００３７】
　図６の（ｂ）の上側において、計器用変圧器１３は、正面板フレーム１７ｂに台座１３
ｅを介してボルトで固定されている。正面板フレーム１７ｂと連結板フレーム１７ｃ，１
７ｃの連結は、正面板フレーム１７ｂの支持板部３９，３９に形成された取付孔を、連結
板フレーム１７ｃ，１７ｃの他方の側板に形成された取付孔と合わせ、取付ボルトを嵌挿
し締結することで行われる。
【００３８】
　次に、上述した正面板フレーム１７ｂの支持板部３９，３９の底部と操作器１０の上部
をボルトで締めることにより、正面板フレーム１７ｂを操作器１０に固定設置する。また
、計器用変圧器１３の主回路端子１３ｂを接続線３４により、真空遮断器９の遮断部１０
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ａにある上側の可動電極側端子１９と接続する。
【００３９】
　次に、側板フレーム１７ａを取り付ける。具体的には、変流器１１，１１及び零相変流
器１２が、所定の電極端子を覆うように台車１４に側板フレーム１７ａを嵌挿し、側板フ
レーム１７ａの側板３７，３７下部を台車１４にボルトで締め付けて固定する。また、側
板フレーム１７ａと連結板フレーム１７ｃ，１７ｃの連結は、上述した側板フレーム１７
ａのフランジ部４０ａ，４０ａに形成された取付孔を、連結フレーム１７ｃ，１７ｃのフ
ランジ部４０ｂ，４０ｂに形成された取付孔と合わせ、取付ボルトを嵌挿し締結すること
で行われる。このようにして組立完了した開閉器ユニット８の側面図を図５に示す。
【００４０】
　上述した本発明の固体絶縁母線スイッチギヤの第１の実施の形態によれば、真空遮断器
９と計器用変圧器１３とを同一の開閉器ユニット８に配設したので、受配電用スイッチギ
ヤの段積み構成で従来２段必要であった遮断器と計器用変圧器との並列回路を１段で構成
することができる。
【００４１】
　また、固体絶縁された主母線２０、連絡母線２１、引出母線２２、２３を、機器室４の
背部の母線室５に配置構成して、これら母線間の絶縁距離を縮小したので、収納空間が小
さくなり、スイッチギヤ全体を小型化することができる。このことにより、列盤構成時の
盤面数を大幅に削減することができ、列盤構成の受配電スイッチギヤの設置面積を縮小す
ることができる。
【００４２】
　さらに、フレーム１７に変流器１１、零相変流器１２、計器用変圧器１３を取り付けた
後に、このフレーム１７を台車１４に搭載された真空遮断器９と操作器１０の外周に取り
付ける構造となっている。このため、例えば事故時に真空遮断器９を交換する場合、筺体
１から引き出し、フレーム１７を取り外し、新しい真空遮断器９にフレーム１７を取り付
けることで交換作業が完了する。このように、事故時の復旧作業が簡素化されるとともに
、作業時間を短縮化することができる。
【００４３】
　また、フレーム１７の両側面の変流器１１及び零相変流器１２に対応する部分には、半
楕円の切り欠き３６，３６を形成したことにより、開閉器ユニット８の絶縁性能を確保し
ている。このフレーム１７に計器用変圧器１３を固定することで、真空遮断器９と計器油
変圧器１３とを同一ユニットに搭載することができる。
【００４４】
　さらに、真空遮断器９の電源側に零相変流器１２を配置しているので、真空遮断器９を
含めた負荷側全体の地絡保護を行える。この結果、保護範囲を拡大させることができる。
【００４５】
　なお、本発明の実施の形態においては、真空遮断器９の電源側端子に零相変流器を配置
し、負荷側端子に変流器１１を配置したが、この態様に限られるものではない。負荷側端
子に零相変流器１２、電源側端子に変流器１１を配置してもよい。
【００４６】
　次に、本発明の固体絶縁母線スイッチギヤの第２の実施の形態を図７乃至図１０を用い
て説明する。図７は本発明の固体絶縁母線スイッチギヤの第２の実施の形態の縦断側面図
、図８は図７に示す本発明の固体絶縁母線スイッチギヤの一部断面にて示す背面図、図９
は図７に示す本発明の固体絶縁母線スイッチギヤの第２の実施の形態の概略接続図、図１
０は一般的な受配電スイッチギヤの従来例における概略接続図である。なお、以下の説明
において、上述した本発明の第１の実施の形態と同じ構成要素には同一の符合を付し、そ
の部分の説明は省略する。
【００４７】
　まず、図１０は、一般的な受配電スイッチギヤの従来例であって、機器ユニットを上下
に２段搭載した筺体１００と１０１の２面とからなる列盤で構成されている。筺体１００
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の上段には、真空遮断器９、この真空遮断器９の固定電極及び可動電極側に設けられた断
路部８０、真空遮断器９の負荷側に設けられた零相変流器１２、及び真空遮断器９の電源
側に設けられた変流器１１とからなる機器ユニット１０２が搭載され、下段には、計器用
変圧器８１と断路部８０とからなる機器ユニット１０２が搭載されている。また、筺体１
０１の上段には、前記筺体１００の上段に搭載された機器ユニット１０２と同じ構成の機
器ユニット１０２が搭載され、下段には、計器用変圧器８１と、断路部８０と、気中断路
器８２とからなる機器ユニット１０２が搭載されている。この筺体１００の右側に筺体１
０１が並置され、主母線２０が両筺体を貫通して設けられている。主母線２０は、２つの
真空遮断器９、９の可動側電極に設けられた断路部８０、８０を介して接離可能に接続し
ている。
【００４８】
　次に、この一般的な受配電スイッチギヤの回路構成と等価の回路を、本発明の固定絶縁
母線スイッチギヤで構成したのが、本発明の第２の実施の形態である。本実施の形態にお
ける固体絶縁母線スイッチギヤは、上記第１の実施の形態における固体絶縁母線スイッチ
ギヤと以下の点でその形態が異なり、その他の点は共通する。
【００４９】
　（１）図７に示すように、本実施の形態においては、仕切り板２と密閉カバー３で区画
形成される機器室４が上下方向に３段に構成されている。したがって、各機器室４に搭載
される開閉器ユニット８も合計で３ユニット必要となる。この３つの開閉器ユニット８は
、図９で示すように、上段の開閉器ユニット８は、真空遮断器９と、この真空遮断器９の
固定電極及び可動電極側に設けられた断路部８０と、真空遮断器９の負荷側に設けられた
変流器１１と、真空遮断器９の電源側に設けられた零相変流器１２と、計器用変圧器１３
とを備え、中段の開閉器ユニット８は、真空遮断器９と、この真空遮断器９の固定電極及
び可動電極側に設けられた断路部８０と、真空遮断器９の電源側に設けられた変流器１１
と、真空遮断器９の負荷側に設けられた零相変流器１２とを備え、下段の開閉器ユニット
８は、真空断路器３２と、この真空断路器３２の固定電極及び可動電極側に設けられた断
路部８０と、計器要変圧器１３とを備えている。
【００５０】
　（２）図７において、母線室５内には、上段の機器室４の背面側と中段の機器室４の背
面側の位置に、筺体１の幅方向に固体絶縁された主母線２０が配設されている。この主母
線２０には、固体絶縁された連絡母線２１の一端が接続されている。この連絡母線２１の
他端は、一方側の接続端子２１ａと他方側の接続端子２１ｂとに分岐されている。一方側
の接続端子２１ａは、上段の開閉器ユニット８の下側端子１８と接離可能なように機器室
４内に導入されている。他方側の接続端子２１ｂは、中段の開閉器ユニット８の上側端子
１９と接離可能なように機器室４内に導入されている。また、中段の開閉器ユニット８の
下側端子１８と下段の開閉器ユニット８の上側端子１９と接離可能なように補助連絡母線
３３の接続端子３３ａと３３ｂがそれぞれ機器室４内に導入されている。図８は、これら
固体絶縁された主母線２０、連絡母線２１、引出母線２２、２３、補助連絡母線３３と各
機器室４の背面部との接続配置状態を示している。
【００５１】
　上述した本発明の固体絶縁母線スイッチギヤの第２の実施の形態によれば、上述した第
１の実施の形態と同様な効果を得ることができるとともに、従来の受配電スイッチギヤの
２段積み２面の列盤で構成していた計器用変圧器１３を含む一般的な受配電回路構成を、
３段積み１面で構成することができる。このことにより、列盤構成時の盤面数を大幅に削
減することができ、列盤構成の受配電スイッチギヤの設置面積を大幅に縮小することがで
きる。
【００５２】
　また、フレーム１７に、変流器１１、零相変流器１２、計器用変圧器１３を取り付けた
後に、このフレーム１７を台車１４に搭載された真空遮断器９等の外周に取り付ける構造
となっている。このため、変流器１１等の各機器の取付けの要否や、配置場所を簡単に変
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更することができる。つまり、部品の共通性と組み立ての容易性が図れることにより、生
産コストを減少することができる。
【００５３】
　なお、上述した本発明の実施の形態においては、ケーブル２９を筺体１の上方に引き出
すようにしたが、下方側に引き出すことも可能である。
【図面の簡単な説明】
【００５４】
【図１】本発明の固体絶縁母線スイッチギヤの第１の実施の形態の縦断側面図である。
【図２】図１に示す本発明の固体絶縁母線スイッチギヤの正面図である。
【図３】図１に示す本発明の固体絶縁母線スイッチギヤの第１の実施の形態の概略接続図
である。
【図４】本発明の固体絶縁母線スイッチギヤの第１の実施の形態を構成する開閉器ユニッ
トの斜視図である。
【図５】図４に示す本発明の固体絶縁母線スイッチギヤの第１の実施の形態を構成する開
閉器ユニットの側面図である。
【図６】図４に示す本発明の固体絶縁母線スイッチギヤの第１の実施の形態を構成する開
閉器ユニットの分解組立を説明する側面図である。
【図７】本発明の固体絶縁母線スイッチギヤの第２の実施の形態の縦断側面図である。
【図８】図７に示す本発明の固体絶縁母線スイッチギヤの一部断面にて示す背面図である
。
【図９】図７に示す本発明の固体絶縁母線スイッチギヤの第２の実施の形態の概略接続図
である。
【図１０】一般的な受配電スイッチギヤの従来例における概略接続図である。
【符号の説明】
【００５５】
１　　　　筺体
１Ａ　　　正面扉
１Ｂ　　　背面扉
２　　　　仕切板
３　　　　密閉カバー
４　　　　機器室
５　　　　母線室
６　　　　制御室
７　　　　支持板
８　　　　開閉器ユニット
９　　　　真空遮断器
１０　　　操作器
１１　　　変流器
１２　　　零相変流器
１３　　　計器用変圧器
１４　　　台車
１７　　　フレーム
１８　　　固定電極側端子
１９　　　可動電極側端子
２０　　　主母線
２１　　　連絡母線
２２　　　引出母線
２３　　　引出母線
３６　　　切り欠き
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【図１】 【図２】

【図３】 【図４】
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【図５】 【図６】

【図７】 【図８】



(12) JP 4633145 B2 2011.2.16

【図９】 【図１０】
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